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大阪経済記者クラブ会員各位 

公益社団法人  関西経済連合会 

大  阪  商  工  会  議  所 
 

「第８８回経営・経済動向調査」結果について 
 

 関西経済連合会と大阪商工会議所は、会員企業の景気判断や企業経営の実態について把握する

ため、四半期ごとに標記調査を共同で実施している。今回は 11月中旬から下旬に 1,545社を対象

に行い、うち 280社から回答を得た(有効回答率18.1％)。 

【調査結果の特徴】 

１ 国内景気について －４期ぶりのプラス。足もとは大・中小企業、製造・非製造業すべてがプラスに－ 

○ 2022年 10～12月期における国内景気は、前期と比べ「上昇」と見る回答が 27.7％、「下降」

と見る回答は 17.3％。この結果、BSI 値（「上昇」回答割合－「下降」回答割合、以下同じ）

は 10.4と、前回調査（▲6.8）から４期ぶりのプラスに転じた。 

○ 先行き 2023年１～３月期は BSI値 3.3とプラスを維持し、４～６月期も BSI値 11.0と引き 

続きプラス圏を推移する見込み。 

○ 規模別では、足もとの BSI 値は、大企業が 22.5 とプラス幅を拡大し、３期連続のプラスと  

なった。また、中小企業は BSI値 1.3と４期ぶりのプラスに転じた。 

２ 自社業況について ―４期ぶりのプラス。先行きもプラス圏での推移を見込む―  

○ 2022年 10～12月期における自社業況の総合判断は、前期と比べ「上昇」と見る回答が 30.8％、

「下降」と見る回答は 17.2％。この結果、BSI値は 13.6と、前回調査（▲4.1）から４期ぶり

のプラスに転じた。 

○ 個別判断では、製・商品価格の足もとの BSI値は 43.7となり、2001年１～３月期の調査開始

以来の最高値を４期連続で更新した。雇用判断では足もとの BSI値は▲29.0となり、2020年

１～３月期以来、11期ぶりの不足超過幅となった。 

３ 直近１年間の経営環境 

○ この 1 年間の経営環境の変化のなかで、自社の業績に影響を与えたものについて尋ねたとこ

ろ、プラス面では「国内需要」（29.6％）、が最多となり、マイナス面では、「資源価格、原材

料・部品価格」（64.3％）が最多となった。また、昨年同時期の同様の調査との回答割合の増

減をみると、「為替の動向」はプラス面、マイナス面ともに割合が増加した。 

○ 業種別にみると、製造業は９割弱（88.5％）が「資源価格、原材料・部品価格」をマイナス面

として選択した。 

４ 仕入れコスト、物流コスト等の上昇について 

○ 仕入れコストや物流コスト等の上昇分をどの程度価格転嫁できているかを尋ねたところ、 

10～12 月期は転嫁率が半分以下の企業は約半数（52.1%）となり、７～９月期の前回調査

（49.8％）から大きな変化はなかった。 

しかしながら、「25～75％未満」は減少したものの、「転嫁できていない～25％未満」および

「75％～完全に転嫁」が上昇しており、価格転嫁の状況については二極化がみられる。 

                                           以 上 

【お問合せ先】関西経済連合会 企画広報部(鍵田・髙橋) ℡(０６)６４４１－０１０５ 



＜概 要＞
➢調査対象：関西経済連合会・大阪商工会議所の会員企業 1,545社
➢調査時期：2022年11月11日～11月25日
➢調査方法：調査票の発送・回収ともにファクシミリおよびメール
➢回答状況：280社（有効回答率18.1％) （大企業：122社、中小企業：158社）

企業区分は、中小企業基本法に準拠し、次を中小企業とする。
（製造業他：資本金3億円以下、卸売業：資本金1億円以下、小売業・サービス業：資本金5千万円以下）

➢ 規模・業種別回答状況：

第８８回経営・経済動向調査

＜目次＞
１．国内景気 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １
２．自社業況 総合判断 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２
３．自社業況 個別判断 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ３
４．直近１年間の経営環境 ・・・・・・・・・・・・・・ ５
５. 仕入れコスト、物流コスト等の上昇について・・・・・ ９
参考（BSI値の推移） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０
参考（国内景気判断と自社業況判断の推移）・・・・・・・ １１

公益社団法人関西経済連合会 大阪商工会議所

※グラフの数値は、端数処理（四捨五入）の関係で、文章の数値と一致しないことがあります。
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＜足もと＞
2022年10～12月期における国内景気は、前

期と比べ「上昇」と見る回答が27.7％、「下
降」と見る回答は17.3％。

この結果、BSI値（「上昇」回答割合－
「下降」回答割合、以下同じ）は10.4と、前
回調査（▲6.8）から改善し、４期ぶりのプ
ラスに転じた。

＜先行き＞
先行き2023年１～３月期はBSI値3.3とプラ

スを維持し、４～６月期もBSI値11.0と引き
続きプラス圏を推移する見込み。

＜規模別＞
足もと（10～12月期）のBSI値は、大企業

が22.5とプラス幅を拡大し、３期連続のプラ
スとなった。また、中小企業はBSI値1.3と４
期ぶりのプラスに転じた。
先行きのBSI値は、大企業は2023年４～６

月期までプラス圏を推移する見込み。

＜業種別＞
足もとのBSI値は、製造業、非製造業とも

に４期ぶりのプラスに転じた。先行きは、非
製造業は2023年４～６月期まで引き続きプラ
スを維持し、製造業は2023年１～３月期にマ
イナスに転じるものの、４～６月期に再度プ
ラスに転じる見込み。

１．国内景気
－ ４期ぶりのプラス。足もとは大・中小企業、製造・非製造業すべてがプラスに。 －

今回調査
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２．自社業況 総合判断
－ ４期ぶりのプラス。先行きもプラス圏での推移を見込む。 －

＜足もと＞
2022年10～12月期における自社業況の総合

判断は、前期と比べ「上昇」と見る回答が
30.8％、「下降」と見る回答は17.2％。

この結果、 BSI値は 13.6と、前回調査
（▲4.1）から改善し、４期ぶりのプラスに転
じた。

＜先行き＞
先行き2023年１～３月期はBSI値6.5、４～

６月期はBSI値6.2とプラス圏を推移する見込
み。

＜規模別＞
足もとの値は、大企業が22.3と２期連続の

プラスとなった。また、中小企業は7.0と４期
ぶりのプラスに転じた。
先行きは、大企業はプラスを維持する見込

み。中小企業は、2023年１～３月期に0.6とプ
ラス幅が縮小し、４～６月期には▲0.6とマイ
ナスに転じる見込み。

＜業種別＞
足もとは、非製造業が13.1、製造業は14.6

とどちらもプラスに転じた。
先行きは、非製造業・製造業ともに2023年

４～６月期までプラス圏を推移する見込み。
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３．自社業況 個別判断
－ 雇用判断は11期ぶりの不足超過幅、製・商品価格は4期連続で過去最高値を更新 －

＜生産・売上高＞
足もと（10～12月期）のBSI値は16.8となり、

前回調査（5.3）からプラス幅が拡大。
先行きは2023年１～３月期（7.9）、４～６月

期（4.6）とプラス局面が続く見込み。

＜経常利益＞
足もとのBSI値は▲1.8と、前回調査（▲11.2）

からマイナス幅が縮小したものの、４期連続のマ
イナス。
先行きは、2023年１～３月期（▲5.8）、４～

６月期（▲5.9）と引き続きマイナス局面が続く
見込み。

＜製・商品の価格＞
足もとのBSI値は43.7となり、 2001年１～３月

期の調査開始以来の最高値を４期連続で更新した。
先行きは、2023年１～３月期（33.4）、４～６月
期（27.9）と引き続き高水準で推移するものの、
上昇超過の幅は縮小する見込み。
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＜雇用判断＞
足もと（10～12月期）のBSI値は▲29.0と前

回調査（▲20.6）に続き不足感が拡大。2020年
１～３月期（▲30.1）以来、11期ぶりの不足超
過幅の大きさとなった。
先行きは2023年１～３月期（▲28.2）、４～

６月期（▲23.0）と不足超過が続く見込み。

＜製・商品在庫＞
足もとのBSI値は9.5と過剰超過局面が続く。
先行きについては、2023年１～３月期は5.8、

４～６月期は4.5と過剰感は改善に向かう見込
み。

＜資金繰り＞
足もとのBSI値は0.0となり、前回調査

（▲4.2）から改善。先行き2023年１～３月期
（1.1）、４～６月期（4.1）と改善超過局面が
続く見込み。
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４．直近１年間の経営環境

●この1年間の経営環境の変化のなかで、自社の業績にプラス面で影響を与えたものについて
尋ねたところ、「国内需要」（29.6％）が最多となった。「コロナ関連補助金･助成金･協力金」

（17.9％）、「国内外の設備投資動向」（17.1％）が続く。
●業種別では、製造業で最多の国内需要に次いで「海外需要」（21.9％）が多かった。

➤自社の業績に「プラス」の影響を与えたもの（３つまで選択）
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総計 29.6 12.1 1.4 0.4 10.7 6.8 17.1 7.9 0.4 3.2 5.7 16.4 1.4 2.1 17.9 0.7 0.0 11.8 0.7 20.7 

大企業 34.4 19.7 1.6 0.0 15.6 7.4 21.3 9.8 0.0 4.9 10.7 22.1 0.0 2.5 11.5 0.8 0.0 23.0 0.0 10.7 

中小企業 25.9 6.3 1.3 0.6 7.0 6.3 13.9 6.3 0.6 1.9 1.9 12.0 2.5 1.9 22.8 0.6 0.0 3.2 1.3 28.5 

製造業 25.0 21.9 2.1 0.0 4.2 3.1 20.8 3.1 0.0 4.2 9.4 13.5 2.1 0.0 16.7 0.0 0.0 17.7 0.0 25.0 

非製造業 32.1 7.1 1.1 0.5 14.1 8.7 15.2 10.3 0.5 2.7 3.8 17.9 1.1 3.3 18.5 1.1 0.0 8.7 1.1 18.5 



４．直近１年間の経営環境

➤自社の業績に「マイナス」の影響を与えたもの（３つまで選択）

●この1年間の経営環境の変化のなかで、自社の業績にマイナス面で影響を与えたものについて
尋ねたところ、「資源価格、原材料・部品価格」（64.3％）が最多となった。
「物流コスト」（32.9％）、「原材料、部品等の供給制約･制約緩和」（26.1％）が続く。

●業種別では、製造業のうち９割弱（88.5％）が「資源価格、原材料・部品価格」を選択した。
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国内の人流促進

コロナ関連補助金･助成金･協力金

その他

無回答

％

国内需要 海外需要 国内の人
流抑制

国際的な
人流抑制

国内の人
流促進

国際的な
人流促進

国内外の
設備投資
動向

資源価格、
原材料･部
品価格

物流コス
ト

原材料、部
品等の供給
制約･制約

緩和

脱炭素社会
実現に向け
た国内外の

潮流

デジタル
化、ＤＸ

化

人件費 人手不足 コロナ関
連補助金･
助成金･協

力金

税制の改
正

自然災害 為替の動
向

その他 無回答

総計 18.9 5.0 12.5 10.0 0.0 0.4 6.4 64.3 32.9 26.1 1.1 1.1 16.1 16.4 0.0 2.1 1.1 12.1 0.4 2.5 
大企業 16.4 6.6 14.8 16.4 0.0 0.0 7.4 66.4 36.1 30.3 0.8 0.0 12.3 14.8 0.0 0.0 0.8 17.2 0.8 1.6 
中小企業 20.9 3.8 10.8 5.1 0.0 0.6 5.7 62.7 30.4 22.8 1.3 1.9 19.0 17.7 0.0 3.8 1.3 8.2 0.0 3.2 
製造業 25.0 6.3 1.0 2.1 0.0 0.0 4.2 88.5 40.6 38.5 1.0 0.0 11.5 9.4 0.0 2.1 1.0 11.5 1.0 0.0 
非製造業 15.8 4.3 18.5 14.1 0.0 0.5 7.6 51.6 28.8 19.6 1.1 1.6 18.5 20.1 0.0 2.2 1.1 12.5 0.0 3.8 



●自社の業績にプラスの影響を与えたものについて、昨年同時期の調査と比較すると、
昨年度は3.3％であった「為替の動向」が8.4ポイント増加した。

●昨年度に最多の「コロナ関連補助金・助成金・協力金」は10.8ポイント減少し、
最も減少幅が大きかった。

※「国内の人流促進」「国際的な人流促進」は今年度調査のみの項目のため、グラフから除外

４．直近１年間の経営環境

➤自社の業績に「プラス」の影響を与えたもの（昨年同時期の調査からの増減）
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-1.3 

-1.7 

-2.1 

-2.6 

-4.1 

-10.8 

-12.0 -8.0 -4.0 0.0 4.0 8.0 12.0

為替の動向

国内外の設備投資動向

原材料、部品等の供給制約･制約緩和

国内需要

資源価格、原材料･部品価格

無回答

人手不足

海外需要

自然災害

人件費

物流コスト

脱炭素社会実現に向けた国内外の潮流

国際的な人流抑制

デジタル化、ＤＸ化

その他

税制の改正

国内の人流抑制

コロナ関連補助金･助成金･協力金

ポイント



8４．直近１年間の経営環境

➤自社の業績に「マイナス」の影響を与えたもの（昨年同時期の調査からの増減）

●自社の業績にマイナスの影響を与えたものについて、昨年同時期の調査と比較すると、
「資源価格、原材料・部品価格」が21.9ポイント増加、「物流コスト」が13.1ポイント増加と、
製造業を中心としたコスト増の影響が現れた。

●昨年度は2.5％であった「為替の動向」が9.6ポイント増加した。
●「国内の人流抑制」と「国際的な人流抑制」の割合は、昨年度からともに減少した。
※「国内の人流促進」「国際的な人流促進」は今年度調査のみの項目のため、グラフから除外
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税制、働き方改革等法制度の改正
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自然災害
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国際的な人流抑制
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国内の人流抑制

ポイント
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５．仕入れコスト、物流コスト等の上昇について

仕入や物流コスト等の上昇分の価格転嫁状況（単数回答）

― ７～９月期から価格転嫁動向に大きな変化は見られないが、二極化が進展 ―

原材料や資源・エネルギー価格の高騰、円安等による仕入れコストや物流コスト等の上昇分をどの
程度価格転嫁できているか尋ね、７～９月期（以下、前期）調査と比較したところ、転嫁率が半分
未満の企業は約半数（52.1％）となり、前期の49.8％から大きな変化はなかった。また、転嫁率が
半分以上の割合（33.9％）も前期（34.3％）とほぼ同じであった。
しかしながら、「25～75％未満」が減少したものの、「転嫁できていない～25％未満」および「75
％～完全に転嫁」が増加しており、価格転嫁の状況については二極化がみられる。
規模別にみると、転嫁率が半分未満の割合は、大企業で48.4％（前期47.0％）、中小企業で55.1％
（前期52.1％）と中小企業の方が割合が高くなった。転嫁率が半分以上の割合については、大企業
が31.1％（前期28.4％）、中小企業が36.1％（前期39.3％）と、大きな差は見られなかった。
業種別にみると、転嫁率が半分未満の割合は、製造業で54.2％（前期54.6％）、非製造業で51.1％
（前期47.1％）と、大きな差は見られなかった。転嫁率が半分以上の割合については、製造業が
42.7％（前期40.7％）、非製造業が29.3％ （前期30.7％）と、製造業の方が割合が高くなった。
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転嫁できない（０％） 25％未満 25～50％
未満

50～75％
未満

75%～100%
未満

完全に
転嫁

仕入を行わない、
物流を利用しない

無回答・
その他

仕入・物流コストは
上昇していない

マイナス
（減額）

+2.9+0.6 ▲2.0 ▲3.9 +1.1 +2.5

●

●

●

●



全体 大企業 中小企業 全体 大企業 中小企業
1 2001年3月 ▲ 56.4 ▲ 57.6 ▲ 55.3 ▲ 33.1 ▲ 9.8 ▲ 21.6 ▲ 7.6 ▲ 34.7 ▲ 17.7 ▲ 0.9
2 2001年6月 ▲ 44.2 ▲ 42.2 ▲ 46.2 ▲ 23.5 6.7 ▲ 31.7 ▲ 26.8 ▲ 36.4 ▲ 6.8 9.5
3 2001年9月 ▲ 78.6 ▲ 81.8 ▲ 75.3 ▲ 58.1 ▲ 37.7 ▲ 44.8 ▲ 38.6 ▲ 51.1 ▲ 27.9 ▲ 21.7
4 2001年12月 ▲ 69.8 ▲ 72.8 ▲ 67.0 ▲ 59.3 ▲ 26.8 ▲ 38.4 ▲ 40.7 ▲ 36.4 ▲ 30.9 ▲ 17.4
5 2002年3月 ▲ 66.1 ▲ 63.9 ▲ 68.0 ▲ 33.7 ▲ 11.5 ▲ 37.6 ▲ 32.6 ▲ 42.0 ▲ 20.1 ▲ 3.2
6 2002年6月 ▲ 7.0 4.5 ▲ 17.8 6.4 31.0 ▲ 19.9 ▲ 12.9 ▲ 26.3 ▲ 2.5 15.6
7 2002年9月 ▲ 19.0 ▲ 10.3 ▲ 27.9 ▲ 4.4 2.0 ▲ 15.8 ▲ 4.9 ▲ 26.8 ▲ 5.5 ▲ 3.1
8 2002年12月 ▲ 39.0 ▲ 40.5 ▲ 37.5 ▲ 40.5 16.1 ▲ 7.9 ▲ 6.0 ▲ 9.8 ▲ 18.8 ▲ 10.8
9 2003年3月 ▲ 40.3 ▲ 40.2 ▲ 40.3 ▲ 26.7 ▲ 12.8 ▲ 16.9 0.0 ▲ 32.3 ▲ 19.1 ▲ 7.2
10 2003年6月 ▲ 36.0 ▲ 33.2 ▲ 38.2 ▲ 26.1 ▲ 5.0 ▲ 25.1 ▲ 23.9 ▲ 26.1 ▲ 10.9 4.3
11 2003年9月 6.1 17.3 ▲ 3.9 20.8 16.8 ▲ 5.2 6.3 ▲ 15.5 13.2 7.8
12 2003年12月 27.1 29.7 24.6 16.6 27.5 12.3 11.3 13.1 3.5 6.6
13 2004年3月 30.7 37.1 25.5 37.0 32.9 5.5 17.5 ▲ 4.4 8.1 13.0
14 2004年6月 40.5 51.0 31.5 34.6 35.6 6.8 16.2 ▲ 1.1 18.3 22.3
15 2004年9月 35.0 46.2 24.5 29.3 15.0 14.0 20.7 7.9 15.2 5.7
16 2004年12月 13.5 14.5 12.4 ▲ 9.6 4.5 7.1 12.2 2.4 4.8 4.6
17 2005年3月 ▲ 10.0 ▲ 5.7 ▲ 13.4 5.5 15.7 ▲ 3.0 10.0 ▲ 13.6 3.2 16.5
18 2005年6月 9.2 13.2 4.9 12.9 28.2 ▲ 1.1 3.4 ▲ 5.8 11.0 19.9
19 2005年9月 24.0 31.3 18.1 27.6 23.0 4.1 10.9 ▲ 1.6 18.8 16.8
20 2005年12月 47.5 53.5 41.7 38.8 36.3 16.9 26.6 7.8 20.5 13.9
21 2006年3月 40.7 46.6 35.9 46.5 39.8 14.3 17.8 11.3 15.4 19.9
22 2006年6月 41.1 53.4 29.5 39.0 30.6 7.4 16.9 ▲ 1.6 20.0 25.1
23 2006年9月 35.3 48.1 24.3 34.5 18.7 8.4 25.2 ▲ 6.1 22.7 14.4
24 2006年12月 30.2 40.0 22.5 15.5 15.6 20.7 26.9 15.9 13.0 12.8
25 2007年3月 20.4 31.6 13.9 29.7 24.9 7.3 14.7 3.0 16.0 20.9
26 2007年6月 15.1 27.8 6.9 19.8 22.0 ▲ 0.2 2.7 ▲ 2.0 15.5 24.7
27 2007年9月 3.6 15.3 ▲ 3.4 13.5 10.2 ▲ 1.2 5.7 ▲ 5.4 11.6 12.1
28 2007年12月 ▲ 15.9 ▲ 9.5 ▲ 19.7 ▲ 22.1 ▲ 10.1 3.7 4.5 3.3 ▲ 2.0 ▲ 0.2
29 2008年3月 ▲ 43.9 ▲ 39.2 ▲ 46.6 ▲ 35.1 ▲ 18.8 ▲ 15.6 ▲ 1.4 ▲ 24.1 ▲ 12.9 ▲ 2.6
30 2008年6月 ▲ 48.6 ▲ 49.3 ▲ 48.2 ▲ 44.6 ▲ 32.4 ▲ 22.6 ▲ 20.7 ▲ 23.6 ▲ 17.5 ▲ 6.9
31 2008年9月 ▲ 66.2 ▲ 64.1 ▲ 67.6 ▲ 55.8 ▲ 42.2 ▲ 27.9 ▲ 21.1 ▲ 32.2 ▲ 17.7 ▲ 17.4
32 2008年12月 ▲ 83.1 ▲ 87.8 ▲ 80.1 ▲ 78.4 ▲ 56.9 ▲ 41.7 ▲ 45.0 ▲ 39.7 ▲ 42.4 ▲ 33.4
33 2009年3月 ▲ 87.9 ▲ 90.7 ▲ 86.1 ▲ 65.3 ▲ 39.2 ▲ 63.9 ▲ 63.8 ▲ 63.9 ▲ 52.6 ▲ 36.2
34 2009年6月 ▲ 42.2 ▲ 24.1 ▲ 52.5 ▲ 19.6 8.5 ▲ 46.5 ▲ 39.1 ▲ 50.7 ▲ 23.0 ▲ 1.3
35 2009年9月 ▲ 16.6 2.0 ▲ 27.6 ▲ 5.0 1.7 ▲ 24.4 ▲ 10.1 ▲ 32.9 ▲ 11.1 ▲ 10.2
36 2009年12月 ▲ 16.8 ▲ 7.1 ▲ 23.1 ▲ 23.6 ▲ 5.4 ▲ 14.2 1.0 ▲ 23.8 ▲ 23.6 ▲ 16.8
37 2010年3月 ▲ 9.9 4.7 ▲ 18.8 ▲ 1.4 8.6 ▲ 19.3 ▲ 4.3 ▲ 28.4 ▲ 12.2 0.2
38 2010年6月 4.5 23.4 ▲ 7.7 5.3 18.7 ▲ 6.5 8.3 ▲ 16.2 ▲ 0.2 12.8
39 2010年9月 ▲ 17.1 ▲ 3.8 ▲ 25.9 ▲ 20.2 ▲ 17.0 ▲ 10.6 ▲ 0.5 ▲ 17.2 ▲ 6.3 ▲ 10.0
40 2010年12月 ▲ 18.5 ▲ 12.5 ▲ 22.3 ▲ 15.9 3.7 ▲ 9.9 ▲ 3.5 ▲ 13.8 ▲ 14.4 ▲ 0.2
41 2011年3月 5.3 11.7 1.1 6.9 9.8 ▲ 1.6 3.4 ▲ 4.8 1.4 5.0
42 2011年6月 ▲ 57.1 ▲ 58.1 ▲ 56.5 ▲ 13.0 17.0 ▲ 24.4 ▲ 26.3 ▲ 23.4 ▲ 9.2 10.7
43 2011年9月 ▲ 9.5 9.7 ▲ 23.4 2.0 5.7 ▲ 8.0 9.2 ▲ 20.4 8.0 2.1

回数・時期
国内景気 自社業況

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後

【参考－BSI値の推移】 10
全体 大企業 中小企業 全体 大企業 中小企業

44 2011年12月 ▲ 26.4 ▲ 22.2 ▲ 29.8 ▲ 17.2 0.0 ▲ 9.4 ▲ 3.8 ▲ 13.7 ▲ 10.4 2.1
45 2012年3月 ▲ 8.5 ▲ 0.9 ▲ 14.7 14.3 17.2 ▲ 12.2 ▲ 7.3 ▲ 16.1 1.0 10.1
46 2012年6月 ▲ 4.9 6.3 ▲ 14.6 ▲ 4.7 17.4 ▲ 8.1 ▲ 2.9 ▲ 12.5 5.2 19.0
47 2012年9月 ▲ 9.9 ▲ 0.5 ▲ 17.6 3.2 2.8 ▲ 5.5 3.3 ▲ 12.5 11.7 1.1
48 2012年12月 ▲ 40.5 ▲ 44.0 ▲ 37.6 ▲ 20.0 ▲ 3.0 ▲ 8.4 ▲ 7.6 ▲ 9.0 ▲ 12.3 ▲ 4.6
49 2013年3月 22.0 32.3 13.0 37.7 38.0 ▲ 1.7 9.8 ▲ 11.6 7.9 24.5
50 2013年6月 45.8 54.5 36.6 47.4 43.6 8.2 10.3 6.1 20.5 24.9
51 2013年9月 32.8 42.8 22.7 37.3 35.3 8.0 21.3 ▲ 5.5 22.9 16.3
52 2013年12月 47.6 58.3 38.9 47.0 ▲ 5.6 22.8 29.9 17.0 19.3 ▲ 4.9
53 2014年3月 50.4 59.1 42.7 ▲ 31.3 26.9 20.2 30.2 11.3 ▲ 18.8 16.6
54 2014年6月 ▲ 27.6 ▲ 31.6 ▲ 23.8 33.4 37.6 ▲ 18.4 ▲ 19.5 ▲ 17.4 14.8 23.6
55 2014年9月 17.1 35.2 1.2 27.4 17.8 4.5 18.7 ▲ 7.7 17.8 15.1
56 2014年12月 6.4 13.0 0.4 4.5 14.2 9.4 13.1 6.1 3.9 3.0
57 2015年3月 18.2 30.7 7.5 23.8 26.2 8.2 21.1 ▲ 2.8 4.2 16.7
58 2015年6月 21.0 32.7 10.6 25.4 28.2 ▲ 2.4 2.3 ▲ 6.5 16.0 22.3
59 2015年9月 10.0 18.4 2.7 16.0 13.1 4.7 15.4 ▲ 4.3 17.0 13.0
60 2015年12月 4.9 7.0 3.1 0.0 10.0 7.5 10.2 5.2 7.3 ▲ 0.7
61 2016年3月 ▲ 28.1 ▲ 23.9 ▲ 31.9 ▲ 7.8 2.1 ▲ 2.8 1.0 ▲ 6.2 4.3 8.4
62 2016年6月 ▲ 18.6 ▲ 12.8 ▲ 23.7 ▲ 6.1 5.2 ▲ 10.9 ▲ 14.9 ▲ 7.5 4.5 15.1
63 2016年9月 ▲ 13.6 ▲ 6.9 ▲ 19.3 2.0 1.6 ▲ 3.8 5.5 ▲ 11.4 7.0 5.4
64 2016年12月 4.8 6.7 3.0 1.0 3.6 6.3 10.4 2.5 5.1 ▲ 1.3
65 2017年3月 8.6 18.4 0.0 13.8 15.4 3.8 16.6 ▲7.1 6.5 15.5
66 2017年6月 14.0 23.9 5.2 15.5 22.1 5.0 5.9 4.2 12.1 19.7
67 2017年9月 18.1 24.5 12.8 22.0 16.3 8.9 18.4 0.9 20.7 13.5
68 2017年12月 40.7 42.0 39.5 25.7 21.3 22.3 26.5 18.5 18.1 5.3
69 2018年3月 19.5 23.8 15.4 21.6 21.1 12.2 24.3 0.5 7.0 13.1
70 2018年6月 18.5 20.4 16.7 23.2 22.6 2.3 ▲ 2.7 6.7 18.7 21.9
71 2018年9月 12.3 13.6 11.3 18.0 12.9 5.9 5.9 5.9 17.3 11.4
72 2018年12月 16.2 15.9 16.5 1.9 12.1 13.3 11.7 14.9 9.9 2.7
73 2019年3月 ▲ 5.5 ▲ 0.6 ▲ 10.0 3.9 11.5 2.2 6.4 ▲ 1.6 ▲ 3.4 9.0
74 2019年6月 ▲ 20.7 ▲ 16.2 ▲ 24.9 ▲ 10.7 ▲ 25.2 ▲ 8.8 ▲ 13.0 ▲ 5.0 7.7 ▲ 0.5
75 2019年9月 ▲ 15.4 ▲ 12.4 ▲ 18.4 ▲ 33.4 ▲ 15.6 3.0 3.3 2.7 ▲ 1.9 3.0
76 2019年12月 ▲ 27.9 ▲ 27.5 ▲ 28.4 ▲ 8.3 ▲ 3.3 ▲ 8.9 ▲ 4.2 ▲ 12.9 2.8 ▲ 5.3
77 2020年3月 ▲ 54.0 ▲ 56.9 ▲ 51.5 ▲ 32.4 1.1 ▲ 24.1 ▲ 23.0 ▲ 25.0 ▲ 21.8 ▲ 2.8
78 2020年6月 ▲ 91.0 ▲ 91.5 ▲ 90.5 ▲ 39.5 ▲ 15.4 ▲ 77.8 ▲ 78.4 ▲ 77.3 ▲ 37.5 ▲ 19.2

79 2020年9月 ▲ 29.1 ▲ 3.8 ▲ 52.0 ▲ 20.4 ▲ 17.4 ▲ 17.6 6.1 ▲ 38.6 ▲ 12.2 ▲ 13.5

80 2020年12月 ▲ 3.3 6.7 ▲ 11.9 ▲ 16.3 12.0 5.7 13.5 ▲ 1.0 ▲ 9.8 ▲ 5.8

81 2021年3月 ▲ 29.5 ▲ 21.3 ▲ 36.5 13.9 22.8 ▲ 15.0 ▲ 2.5 ▲ 25.7 ▲ 4.6 4.3

82 2021年6月 ▲ 28.6 ▲ 22.9 ▲ 33.3 0.8 20.4 ▲ 15.8 ▲ 13.6 ▲ 17.6 ▲ 0.8 9.5

83 2021年9月 ▲ 14.4 ▲ 7.1 ▲ 20.7 7.8 19.2 0.5 7.6 ▲ 5.6 11.5 12.3

84 2021年12月 30.4 43.0 19.6 29.8 35.7 18.7 21.3 16.5 19.8 10.2

85 2022年3月 ▲ 20.3 ▲ 17.2 ▲ 22.9 16.2 24.0 ▲ 7.0 1.3 ▲ 13.8 0.6 13.9

86 2022年6月 ▲3.0 10.5 ▲12.4 7.7 16.4 ▲8.0 ▲8.9 ▲7.3 7.0 16.0

87 2022年9月 ▲ 6.8 4.5 ▲ 16.0 11.6 5.2 ▲ 4.1 8.3 ▲ 14.1 12.2 ▲ 1.4

88 2022年12月 10.4 22.5 1.3 3.3 11.0 13.6 22.3 7.0 6.5 6.2

回数・時期
国内景気 自社業況

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後
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